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１．JPXの概要



4
© 2026 Japan Exchange Group, Inc., and/or its affiliates

 2013年に東証と⼤証が合併し、⽇本取引所グループが発⾜。
 株式やデリバティブ商品等の上場、売買、清算・決済から情報配信に至るまで総合的なサービスを提供。

JPXとは︖

東京証券取引所 ⼤阪取引所

商品の上場

相場情報等の配信

株式等の売買
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 市場利⽤者の皆様へのサービスの対価として⼿数料を受領。
 サービス内容により、①取引関連 ②清算関連 ③上場関連 ④情報関連 ⑤システム関連に⼤別。

ビジネスモデル

現物市場

デリバティブ市場

上場企業

上場のメリット

• 資⾦調達
• 知名度/

信⽤⼒向上

上場料⾦

取引参加者
(証券会社

など)

情
報
料
⾦

情
報
配
信

情報ベンダー 価格情報

価格情報（インターネット・新聞など）

投資家等

価格情報

売買の執⾏

売買注文

清算・決済履⾏

株式等・代⾦

システム関連サービス

• ネットワークサービス
• コロケーションサービス

取引参加料⾦

清算⼿数料

利⽤料⾦

売買注文

株式等・代⾦

取引関連収益
上場関連収益
清算関連収益
情報関連収益

システム関連収益

<収益モデル>
・取引関連収益、清算関連収益

株式等︓売買代⾦等に応じた料⾦
デリバティブ︓取引数量等に応じた料⾦

・上場関連収益
新規上場料:市場区分に応じた料⾦
年間上場料:時価総額に応じた料⾦

・情報関連収益
株価情報料:情報ベンダー等への情報提
供数に応じた料⾦

・システム関連収益
各種ネットワーク利⽤料
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収益構成

2025年度の営業収益

システム関連収益 (9%)

情報関連収益
(17%)

上場関連収益
(9%)

取引関連収益
(39%)

営業収益
1,980

億円

清算関連収益
(27%)

サービス別収益

取引関連収益 774 億円

清算関連収益 542 億円

上場関連収益 187 億円

情報関連収益 337 億円

システム関連収益 138 億円

1,163億円

営業利益

58.5%

営業利益率

23.1%

ROE

5.4倍

PBR
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JPXの強み - 高いマーケットシェア -

 東京証券取引所、大阪取引所は⽇本の現物株式・デリバティブ取引の中心的市場。

現物株式（東京証券取引所） デリバティブ（大阪取引所）

79.3%12.4%

8.3%
東京証券取引所

OTC

PTS

現物株式
売買代⾦

(2025年度)

80.8%
8.5%

10.7%

日経225先物
取引高
(2025年度)

大阪取引所
SGX

CME
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1

3

5

7

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

業績の推移

 株式市場の発展とともに業績も拡⼤。
（⼀⽇平均売買代⾦︓兆円）
（⽇経平均株価︓万円） ■ 株券等の⼀⽇平均売買代⾦ ー ⽇経平均株価

市場区分の⾒直し（東証⼀部→プライム市場）
（2022年4月）

資本コストや株価を意識した経営に関する要請
（2023年3月末）

1,354億円 1,340億円
1,529億円

1,622億円

1,987億円

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

営業収益
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 伝統的な取引所としての機能強化に加えて、新たな領域へも挑戦。

業績の推移

営業収益
2013年度

1,138億円

営業収益
2015年度

1,147億円

営業収益
2018年度

1,213億円

営業収益
2021年度

1,354億円

営業収益

2024年度

1,622億円

取引関連収益

上場関連収益
清算関連収益

情報関連収益
その他

取引
48%

清算
18%

上場
11%

情報
14%

その他
10%

取引
40%

清算
21%

上場
11%

情報
19%

その他
9%

中期経営計画2027
（2025-2027年度）

第⼀次中期経営計画

（2013-2015年度）

第二次中期経営計画

（2016-2018年度）

第三次中期経営計画

（2019-2021年度）

中期経営計画2024

（2022-2024年度）
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2026年度予想
2025年度

前年度⽐
+21.5%241,500198,735営業収益（百万円）
+16.6%97,50083,598営業費⽤（百万円）
+25.1%145,500116,289営業利益（百万円）
+24.5%98,50079,139当期利益*1（百万円）

-96.40 円76.81 円１株当たり当期利益
+26.2%77 円61 円⼀株配当

-80%程度79.4%配当性向

2026年度の業績予想

2026年度予想
2025年度

当初予想⽐
+36.0 %10兆2,000 億円7兆5,243 億円株券等*2 （売買代⾦）

*1 親会社の所有者帰属分
*2プライム、スタンダード、グロース、TOKYO PRO Marketにおける普通株式及びETF・ETN/REIT等の⽴会内及び⽴会外の⼀⽇平均売買代⾦。

2026年度
業績予想

営業収益︓2,415億円（前年度⽐︓+21.5%）
当期利益*1︓985億円（前年度⽐︓＋24.5%）

⼀株配当︓77円（前年度⽐︓+26.2%）
業績予想詳細

業績予想の前提︓株券等の⼀日平均売買代⾦



11
© 2026 Japan Exchange Group, Inc., and/or its affiliates

２．成⻑に向けた取組み
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 直近数年間でバリュエーション（PBR）・資本収益性（ROE）が改善傾向にあるが、海外⽐較では
改善余地が依然大きい。

4%

6%

39%

41%

38%

34%

19%

20%

2%

15%

24%

35%

42%

27%

31%

23%
2022年

７月

2026年
３月

〜0.5倍 0.5〜１倍 1〜2倍 2倍〜

43% (684社)

PBR １倍割れ 50% (922社)

2022年
７月

2026年
３月

〜0% 0〜8％ 8〜15％ 15％〜

ROE ８％未満 47% (857社)

※ QUICKから取得したデータを東証で加工

27% (424社)

Ｐ
Ｂ
Ｒ

Ｐ
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R
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E

R
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Asia

Australia

Belgium

Brazil

Denmark

Eurozone

France

Germany

HK

Indonesia

Italy

LatAm

Malaysia

Netherlands

North America

Norway

Singapore

South Korea

Spain

Switzerland
Taiwan

Thailand

UK

World

Japan

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0

PBR

ROE
※ 2026年2月10⽇時点

データ提供︓ゴールドマン・サックス証券株式会社

プライム市場のPBR・ROEの分布状況 PBR・ROEの国際比較

株式市場の魅⼒向上に向けた取組み
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株式市場の魅⼒向上に向けた取組み

開示が充実している企業の株価は好調に推移（プライム市場）

（出所）東京証券取引所
※ 2022/4/1時点の株価を100に換算し、分類ごとの株価推移を試算（等ウエイト） ※ 開示のステータスは2025/11/30時点 ※ 対象企業は2025/12/31時点に上場している企業

JPX（東証）の取組み

資本コストや
株価を意識した

経営の推進

 資本コストや資本収益性の現状や改善に向けた方針等について、上場企業による開示を
促進。

 以下のポイントに沿って、上場企業の「経営資源の適切な配分」に向けた取組みを推進。
① 中⻑期的な経営方針（目指す姿や成⻑の道筋）を明確に⽰せているか
② 目指す姿に向けた資本の使い方（配分や優先順位）を明確に⽰せているか
③ 保有する資産について、価値創出のため最適な状態となっているか
④ ①〜③について、取締役会レベルで、実効的な議論・監督を⾏っているか

開示を⾏っている企業 ︓+83％
(n = 1411)

模範的な開示を⾏っている企業︓+157％
(n = 58)

開示を検討中/未開示の企業 ︓＋27％
(n = 129)

100

140

180

220

260
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グロース市場の活性化に向けた取組み

上場前 上場後

Ⅰ．上場後の⾼い成⻑を
⾒据えたＩＰＯの推進

Ⅱ．「⾼い成⻑を目指し
た 経営」の働きかけ

 上場後の⾼い成⻑につ
ながるＩＰＯを生み出
すための取組みを業界
⼀体となって推進

 改めて上場時から現在
までの成⻑状況を分析
し、成⻑目標・施策等を
アップデートいただくよう
働きかけ

 機関投資家の投資対象
となり得る規模への早期
の成⻑を促すとともに、
次なる創業などを⽇本
経済活性化に繋げる

2030年〜※現⾏

５年10年上場後
経過年数

100億円40億円時価総額

※上場５年経過している上場企業に適⽤。

上場維持基準の⾒直し

Ⅲ．上場維持基準の
⾒直し

 グロース市場の活性化に向けて、上場維持基準における時価総額を40億円から100億円に引き上げ。

 グロース市場上場企業・スタートアップに対してアンケートを実施し、多数の意⾒を受領。
 スタートアップ関係者を集めた「グロース市場の発展に向けた検討会」で、今後の施策を議論。

検討会初回の議論テーマ
 グロース上場企業のあるべき姿

【企業】 グロース市場の「高い成⻑」について、どのような方針でどのように取り組んできたか。それをどのように投資家に伝えてきたか
【投資家】グロース上場企業（高い成⻑）に期待する姿勢や取組み

 グロース市場の課題と必要な環境整備
【企業・投資家】グロース市場・上場企業が抱える課題、東証やその他関係者に対して期待するサポート施策や環境整備
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2024年 2025年 2026年

個人投資家の状況

0

4

8

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

個人株主数の推移（延べ人数）

 個人株主数は増加傾向。

（千万人）

（出所）東京証券取引所よりJPX作成

20

25

30

35

40

45

2016.06 2017.09 2018.12 2020.03 2021.06 2022.09 2023.12 2025.03

証券口座数（個人）の推移

（出所）⽇本証券業協会資料よりJPX作成

（百万口座）

年度末

NISA買付額の内訳（26年1-6⽉累計）

8.1兆円
（通年︓14.2兆円）

7.6兆円
（通年︓12.8兆円）

NISAでの買付額（1-6⽉累計）

10.5 兆円

国内株 投資信託・外国株

40 ％

（出所）⽇本証券業協会資料よりJPX作成

60％
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投資しやすい環境の醸成（少額投資）

 ２０２２年１０月の投資単位引下げの要請後、株式分割を決議した会社はのべ７６２社（６月３０⽇時点）。
 直近１年間に株式分割を決議した会社の約７０％が１０万円台までの引下げを企図。
 引き下げを更に促進するべく、上場企業に対して2026年7月に投資単位の引下げに係る検討を改めて要請。

※ 2025年7月1⽇から2026年6月30⽇までに株式分割を決議した276社（外国株、TOKYO PRO Market、REITを除く）を対象に集計
※ 株式分割後の投資単位は、株式分割の開⽰⽇前⽇の投資単位を分割⽐率で除して算出

株式分割の開示日前日の投資単位 株式分割後の投資単位（試算）

10万円〜
10％

20万円〜
17％

30万円〜
12％

40万円〜
12％

50万円〜
36％

100万円〜
9％

10万円未満
4％

10万円未満
24％

10万円〜
46％

20万円〜
17％

30万円〜
9％

40万円〜
3％

50万円〜
2％

約70％が
10万円台を企図

別紙１
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 有価証券オプション（かぶオプ）
 マーケットメイカー（常に注文を出し、投資家がいつでも売買できるような状態を作る存在）による気配提⽰の拡充

を実施。
 2026年8月にはマーケットメイク対象銘柄を50銘柄まで拡⼤し、取引しやすい銘柄が拡充。2026年7月には過去最

高の取引を記録。
 ⾦利関連ビジネス

 ⻑期国債先物の上場並びに⾦利スワップ及び国債店頭取引の清算など、様々な⾦利関連サービスを提供。
 ⾦利の上昇期待から、⻑期国債先物を中⼼に⾦利関連商品の取引・清算が増加。

 データサービスの次世代化
 多くの上場企業・開⽰資料・取引が集約される東証には⼤量のデータが蓄積。AIなどを活⽤しながら新しいデータ

サービスの提供を推進。
 ⼀例として、AIを利⽤し開⽰情報の検索性を向上させた「J-LENS」をリリース。

中⻑期的な成⻑に向けた取組み（かぶオプ、⾦利関連ビジネス、データビジネス）

0億円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円

2025年4月 2025年7月 2025年10月 2026年1月 2026年4月 2026年7月

かぶオプ ⼀日平均 取引想定元本

⽴会内 ⽴会外

過去最高

0%

1%

2%

20

30

40

50

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

⻑期国債先物1日平均取引高

1⽇平均取引高 10年⾦利

千単位
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（参考）J-LENSにおける実際の検索画⾯イメージ

⾃然な⾔葉で検索可能
例︓中東情勢で影響を大きく受けた会社を教えて

適時開示情報の中から
AIが該当する情報を表示

XXXX YYYY

XXXX YYYY

XXXX YYYY
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３．株価・配当等
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31.5
45.5 45.5

61.0

77.0

71.5%
78.1% 77.8% 79.5% 79.9%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

（予想）
1株当たり配当⾦ 配当性向

積極的な株主還元 –配当性向60％以上、⾃己株式取得-

 2025年度より、配当性向目標を従来の60％“程度”から60％“以上”に引上げ。
 2026年度の普通配当の予想配当⾦額は1株当たり77円、予想配当性向は79.9％、総還元性向は100％程度の⾒込み。
 2025年度から2027年度の３か年で、総額600億円の自己株式取得を予定。

配当性向60％”以上”

１株当たり配当⾦、配当性向の推移 配当⾦総額、⾃己株式取得総額、総還元性向の推移

中期経営計画2027 中期経営計画2027

331 475 475 629 794

100
25

200
200

93.1%
82.4% 77.8%

104.8% 100.0%

-100.0%

-50.0%

0.0%

50.0%

100.0%

-100

100

300

500

700

900

1100

1300

1500

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

（予想）
配当総額 自己株式取得 総還元性向

（円） （億円）
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直近の株価パフォーマンス

 直近約３年は、TOPIXを概ねアウトパフォームして推移。
 2026年７月に上場来高値を更新（ザラバベース︓２,３５６．０円、終値ベース︓２,２９０．０円）。

100

150

200

250

2023.01.04 2024.01.04 2025.01.04 2026.01.04

（注）2023年1月4⽇の株価および指数を100として指数化したもの
（出所）QUICK

JPX

TOPIX
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本日のまとめ

① JPXは、東京証券取引所、大阪取引所、日本証券クリアリング機構などを通じて、日本の⾦融市場を⽀える中

核的なインフラ企業。

② 取引・清算を中心に、上場、情報、システムという複数の収益基盤を持ち、市場の成⻑とともに事業を拡大し

ていくビジネスモデル。

③ 日本市場の魅⼒向上、新しい商品・データサービスの開発、そして積極的な株主還元を通じて、中⻑期的な企

業価値向上を目指している。
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【東京証券取引所 東証Arrows】 【⼤阪取引所 OSEギャラリー】

（ご参考）⾦融経済教育の提供

 東証Arrows及び大阪取引所の⾒学ツアーを受け付けております。

 ライフプランニング含む総合的な⾦融教育の提供しています。
 学生の方から社会人の方まで、様々なセミナー、教育プログラム、

ウェブ・コンテンツを提供しています。
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（ご参考）IRウェブページ・メール配信サービス

 IRウェブページについて
 当社の決算やIRイベントの情報をはじめ、より詳細な当社の情報をご案内するため、

当社ウェブサイト上に「株主・投資家情報（IR）」ページを開設しています。
 IRメール配信サービスにご登録いただきますと、IR関連の最新情報を電子メールでお届けします。

IRウェブページはこちら→
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ご視聴ありがとうございました
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ディスクレーマー

本資料は、株式会社⽇本取引所グループ（以下「当社」という）に関する情報提供のみを目的とす
るものであり、国内外を問わず証券の募集や勧誘を目的とするものではありません。当社証券は1933
年⽶国証券法に従って登録がなされたものでも、また今後登録がなされるものでもなく、1933年⽶国
証券法に基づいて証券の登録を⾏うか⼜は登録の免除を受ける場合を除き、⽶国において証券の募集
⼜は販売を⾏うことは許されません。

本資料には、将来に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料作成時点における⼊
⼿可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提としており、かかる記述
及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と⼤きく異なる可能性があります。また、事業戦略
など、将来の⾒通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、⼀定のリスクや不確実
性が含まれております。そのため、将来の⾒通しと実際の結果は必ずしも⼀致するものではありませ
ん。当社は、これらの将来の⾒通しに関する事項を常に改定する訳ではなく、またその責任も有しま
せん。


